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＜はしがき＞
本研究は，鉄筋コンクリート造建築物の性能評価型耐震設計における修復限界状態の評価法に
関する一連の研究を行ったものである。近年普及しつつある性能評価型設計法では，建築物の性
能の目標を設定し，それを満足することを定量的に評価する必要がある。地震国である日本では
建築物の構造設計の中でも耐震設計が重要であるが，使用限界や安全限界に加えて，修復が可能
であるか否かを判断する修復限界状態の評価が重要であることが広く認識されつつある。しかし
ながら，修復限界状態の評価についてはこれまでの研究成果も極めて少なく評価法が確立してい
ないのが現状である。そこで本研究では，RC造建築物について地震時の応答変形と損傷レベル
を関係付け，建築物の限界状態を精度よく評価する方法を検討することを目的に，特に，これま
での研究例が極めて少ない修復限界状態の評価に着目した研究を行い，これらの評価法について
検討した。
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1．研究目的と研究内容
本研究は，鉄筋コンクリート造建築物の性能評価型耐震設計における修復限界状態の評価法に
関する一連の研究を行ったものである。近年普及しつつある性能評価型設計法では，建築物の性
能の目標を設定し，それを満足することを定量的に評価する必要がある。地震国である日本では
建築物の構造設計の中でも耐震設計が重要であるが，使用限界や安全限界に加えて，修復が可能
であるか否かを判断する修復限界状態の評価が重要であることが広く認識されつつある。しかし
ながら，修復限界状態の評価についてはこれまでの研究成果も極めて少なく評価法が確立してい
ないのが現状である。そこで本研究では，RC造建築物について地震時の応答変形と損傷レベル
を関係付け，建築物の限界状態を精度よく評価する方法を検討することを目的に，特に，これま
での研究例が極めて少ない修復限界状態の評価に着目した以下の研究を行った。
（1）柱部材実験による残存耐震性能評価
RC構造の主要な耐廣要素である柱部材について，地廣波の入力レベルを変化させた擬似動的載荷
実験や静的載荷実験を行い，残留ひび割れやコンクリートの圧嬢などの損傷状況と応答変形の関係
を明らかにする。さらに，各レベルの損傷が生じた部材に，予備的な地震応答解析結果に基づいて
入力レベルを調整した地震波を入力して破壊させ，無損傷時の実験結果との比較から各損傷レベル
における残存耐震性能を評価する。
（2）RC骨組の地震応答解析による残存耐震性能評価
上記の部材実験結異に基づいて、部材の復元力特性モデルを設定した骨組モデルのパラメタリッ
クな地震応答解析を行い、各部材の損傷度から建物全体の残存耐震性能及び被災度を評価し、それ
に基づいて限界状態を設定する方法について検討する。
（3）修復コストと残存耐震性能に基づく限界状態評価
1995年兵庫県南部地震で被災し、その後補修・補強工事を経て復旧されたRC造建築物について、
復旧工事設計図書を分析して復旧工事費用を調査・分析し、被災建物の各部材の損傷状況と建物全
体の修復コストの関係を検討して、修復コストを簡略に推定する方法について検討する。
2．柱部材実験による残存耐震性能評価
2．1柱部材の損傷と残存耐震性能の関係の定式化　（文献【11，【7日軋【9】）
地震被害を受けたRC造建物の余震に対する安全性の判定や，復旧計画の立案などに際して，被
災後の構造物に残存する耐震性能を正確に評価することが重要である。研究代表者らは，RC造建
物の被災度を被災後の残存耐震性能に基づいて評価することを提案し，部材の荷重一変形関係曲線
の吸収エネルギーに基づいて残存耐震性能を定義した（図1）。静的実験から部材の残留ひび割れ
幅（損傷度）と残存エネルギー吸収能力の関係を定量化した。部材の変形を曲げとせん断の2種
類の成分に大別し，それぞれの成分について，曲げ，せん断ひび割れ幅から成分別に変形（部材
角）を求めるために図2に示すモデル化を行い，柱部材の静的漸増載荷実験結果からその検証を
行った。既往の研究ではモデル化の検証用の試験体が付着割裂破壊する試験体が中心であったた
め，本研究では曲げ降伏後にせん断破壊する柱部材を含めた柱試験体の静的漸増載荷実験を行い，
残留ひび割れ幅と部材変形の関係のモデル化について検討を行った。
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（a）曲げ変形村　　仲）せん断変形凡
図1　ひび割れ幅と部材変形のモデル
．．‾‾芦－：＿二
残留部材角鮎
図2　耐震性能低減係数¶の定義
柱部材試験体4体の静的漸増載荷実験の結果から，既往の残留ひび割れ幅評価モデル及び残存
耐震性能評価法の検証を行った結果，
（l）既往の研究で提案した簡略な部材変形－ひび割れモデルに対して，本研究の実験結果を考慮
してひび割れ幅の集中度を表す係数町〃∫，や曲げ変形の割合αなどの各係数を修正し，経験最
大部材角凡Wと残留最大ひび割れ幅〝，以町．椚餌取の関係の評価精度が向上した。
（2）被災度区分判定基準に採用されている耐震性能低減係数〝（表1）は，やや危険側の評価も
あるが，概ね実験値と良い対応を示しており，おおむね妥当であることが明らかとなった。
表1被災度判定基準の耐震性能低減係数乃3）
損 傷 度 ひ び 割 れ 幅 な どの 損 傷 せ ん 断 柱 曲 げ 柱
0 な し 1．0 1．0
Ⅰ 0．2mm 以 下 0．95 0．95
Ⅲ 0，2～ 1mm 0．6 0．75
Ⅲ 1～ 2mm 0．3 0．5
Ⅳ 2mm を超 え る 0．1 0．1
Ⅴ 鉄 筋 破 断 ， 軸 縮 み etc 0 0
2．2　擬似動的実験によるRC柱部材の残存耐震性能評価　（文献【21，【3】，【4日71）
被災度区分判定基準に採用されているRC部材の残存耐震性能（表1の残存率乃）は，前述のよ
うに静的漸増載荷実験の荷重一変形曲線包絡線から求めたものである。これらの数値が，実地震時
のランダムな繰り返し変位履歴を経験した場合の妥当性を検証するために，中低層鉄筋コンクリ
ート造建築物のl階柱を想定した実大の柱試験体の擬似動的実験を行なった。
試験体は，RC造4階建て建物の1階柱を想定し，地震応答時の柱の残留ひび割れ幅などの損傷
状況を逐次観察するためにできるだけ実大に近い大きさとし，柱断面400mmX400mm，柱内法
寸法1600m叫せん断スパン比は2．0とした。無損傷の試験体とあらかじめ損傷を生じさせた試験
体について，入力時振動レベルを変化させた擬似動的実験を行い，最大応答変形と残留ひび割れ
幅などの損傷レベルの関係を検討し、さらに、損傷が生じた試験体が崩壊する地震動レベルを求
めて、部材の損傷レベルと残存耐震性能の関係を調べた。
その結果、
（l）図3に示すように既往の柱の静的漸増載荷実験とランダムな入力を受ける地震応答時の柱
の損傷（最大残留ひび割れ幅）の挙動はほぼ同様であることが明らかとなり，柱部材の残存耐震
性能の評価モデルが地震応答に対しても適用できることが確認された。
（2）損傷が生じた柱部材の限界地震動の無損傷時に対する倍率が，図4に示すように静的実験結
異に基づき評価した耐震性能低減係数。を用いて安全側に評価できることが明らかとなった。
（???）??????
部材角（％）
（a）曲げひび割れ幅
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（b）せん断ひび割れ幅
?????????
3・RC骨組の地震応答解析による残存耐震性能評価（文献【5日6】，【，川2Ⅰ，114】，【15】）
構造実験では単独の柱の残存耐震性能を評価したが，実際の建築物により近い状況を考慮し，
異なる破壊性状を有する複数の部材から構成される建築物について地震応答解析を行ない検討し
た。破壊性状の異なる各部材を模擬した複数のバネを有する質点系の解析モデルを作成し，パラ
メタリックな地震応答解析を行った。地震応答解析の際に曲げ柱とせん断柱が混在する建物を評
価するために・最大耐力後の耐力低下を考慮する復元力特性モデルを開発した。
解析では・曲げ柱とせん断柱が混在する建物を対象として地震応答解析を行い，無損傷時と損
傷を生じた後の建物の限界地震波倍率を比較することで，損傷レベルと残存耐震性能の関係を検
討し・日本建築防災協会の被災度区分判定基準において提案されている耐震性能残存率R指標の
妥当性を検証した。
層降伏型の崩壊形を示す構造物について，曲げ柱と線断柱の構成比を変化させた解析モデルを
設定し・無損傷時および軽微～大破と被災度レベルを変化させた時の限界地震波倍率を応答解析
によ。調べた結果，図5に示すように・概ねすべての解析結果で耐震性能残存率は，（財）日本建
築防災協会の被災度区分判定基準の値を上回り，被災独文判定基準の評価法を用いることで、複
6
数の部材で異なる破壊モードが混在する場合でも、残存耐震性能が概ね安全側に評価できること
が明らかとなり，「被災度区分判定基準の妥当性が確認できた。
?????????
0．2
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被災度区分判定基準
被災度と残存耐震性能率の関係
4．修復コストと残存耐震性能に基づく限界状態評価（文献1101，lll】，【131）
1995年兵庫県南部地震で被災したRC造学校校舎建物の被災度と被災後の復旧の状況および復
旧工事費用との関係について調査した。その結果，図6に示すように被災度区分判定による被災
度が中破が，概ね［補修・補強による復旧］と［解体・改築］の境界であること，また，図7に
示すようにそのボーダーラインが残存耐震性能指標R＝60％付近に位置することが明らかとなっ
た。さらに，復旧工事費用を分析し，柱部材の損傷度ごとの平均修復費用を求め（表2），これに
基づいて，建物の被災状況からこれらを集計して，復旧工事費用をある程度の精度で概算できる
手法を提案した。
??????????????
0％　　　20，i　　　40，i　　　60％　　　80，i lOOli
（a）公共施設（学校以外）
???????????? ?????????
0％　　20％　　40％　　60％　　80％　100％
（b）学校校舎
図61995年兵庫県南部地震で被災した公共建物の被災度と復旧状況
（???????????????? ?? ?
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図71995年兵庫県南部地蓑で被災した学校校舎の被災度と耐震性能残存率R
表2　被災柱の平均修復費用
損 傷 度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅠⅤ Ⅴ
柱 の 修 復 費 用
（万 円／本 ）
0．03 1．34 3，81 86．35 229．15
さらに，仙台市の公共施設の耐震診断・耐震改修の進捗状況や構造耐震指標Is値の分布を分析し，
発生が懸念される宮城県沖地震および直下型地震である長町一利府断層の地震について，耐震改修
の実施の有無による被害金額（復旧費用）の推定を行い，耐震改修の効果や合理的な耐震改修に
おける目標ls値の設定方法について検討を行った。
その結果，耐震改修を進めることにより被災による被害金額が大きく低減され耐震改修の効果
が見られること，耐震改修費用（初期費用）と推定される復旧費用を合計したトータルコストの
観点では，直下型地震である長町一利府断層の地震を含めて考えると，現状の耐震改修の目標値
が概ね妥当であることが明らかとなった（図8）。
図8　仙台市の学校校舎の耐震改修の目標値と推定されるコストの関係
5．まとめ
本研究では，鉄筋コンクリート造建築物の性能評価型耐震設計における修復限界状態の評価法
に関する一連の研究を行った結果，以下の知見がえられた。
（1）中低層鉄筋コンクリート造建築物の1階柱を想定したほぼ実大の柱試験体の静的漸増載荷
実験および擬似動的実験を行ない残存耐震性能の評価法について検討した。各試験体に小破から
大破までの異なるレベルの損傷を生じさせ、最大応答変形と残留ひび割れ幅などの損傷レベルの
関係を検討し，さらに，損傷が生じた試験体が崩壊する地震動レベルを求めて，部材の損傷レベ
ルと残存耐震性能の関係を調べた。その結果，柱の静的漸増載荷実験とランダムな入力を受ける
地震応答時の挙動はほぼ同様であり，過去の実験結果に基づいて提案した解析モデルが地震応答
にも適用でき、残存耐震性能の評価が行なえることが明らかとなった。また，これに基づいて提
案した（財）日本建築防災協会の被災度区分判定基準に採用されている耐震性能低減係数々は，や
や危険側の評価もあるが，概ね実験値と良い対応を示しており，おおむね妥当であることが明ら
かとなった。
（2）構造実験では単独の柱の残存耐震性能を評価したが、実際の建築物により近い状況を考慮し、
異なる破壊性状を有する複数の部材から構成される建築物について地震応答解析を行ない検討し
た。破壊性状の異なる各部材を模擬した複数のバネを有する質点系の解析モデルを作成し，パラ
メタリックな地震応答解析を行い，損傷レベルと残存耐震性能の関係を検討した。応答解析を行
った結果，層降伏型の崩壊形を示す建築物では、複数の部材で異なる破壊モードが混在する場合
でも，「被災度区分判定基準」で提案されている評価法を用いることで、残存耐震性能が概ね安全
側に評価できることが明らかとなり，被災度区分判定基準の妥当性が確認できた。
（3）1995年兵庫県南部地震で被災し復旧されたRC造学校校舎建物の被災度と復旧工事費用との
関係について調査した。また，仙台市の公共施設の耐震診断・耐震改修の結果を分析し，改修費
用と耐震性能（ls値）の関係を検討した。これらの結果に基づき，宮城県沖地震による建物被害
と修復に要する費用の推定を行った。以上を整理して，RC造建築物の修復限界状態を設定する方
法としてまとめた。
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